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問題噴出の 
「後期高齢者医療制度」 

ウチヌノ人事戦略事務所 社会保険労務士 内布 誠 

 

 

◆４月から制度改正 
 

 

◆低所得なのに保険料増！？ 

後期高齢者医療制度（長寿医療制度）に関するマ

スコミ報道が跡を絶ちません。 

厚生労働省は当初、「低所得者は保険料負担が軽く

なる」と説明してきましたが、国民健康保険（国保）

から移行した低所得の夫婦世帯の多くで、保険料負

担が増えている可能性が高いことが明らかになりま

した。 

これまで同省は、全国の市町村の８割が採用して

いる算定方式を用いた試算により、同制度の保険料

は国保のときよりも減ると説明していましたが、こ

の算定方式が適用されるのは国保の加入者数で見る

と５割に満たないことから、試算方法を見直すほか、

市区町村ごとの実態調査を実施するようです。 

 

◆１万 2,000 人に新保険証が届かない 

保険証の問題も深刻です。厚生労働省は、新たな

保険証が届いていない高齢者が５月１日の時点で約

１万 2,000 人いることを発表しました。 

転居の届出をしていないために行方がわからなく

なっている人も多いそうで、同省では、未着の場合

には引き続き古い保険証や免許証で医療が受けられ

るように医療機関に要請するとしていますが、すべ

ての保険証が届くのはまだまだ先のことのようです。 

 

◆障害者が事実上「強制加入」 

寝たきりなどの理由から障害者と認定された人が

後期高齢者医療制度に加入しないと医療費補助を打

ち切る措置をとっている自治体があることもわかっ

ています。 

この措置をとっているのは 10 道県（北海道、青

森、山形、茨城、栃木、富山、愛知、山口、徳島、

福岡）で、任意とされているはずの障害者の加入が

「事実上強制となっている」との批判が起きつつあ

るようです。 

 

◆保険料は７年後に４割増！ 

厚生労働省は、本人負担の保険料が７年後には約

４割も増えると試算しています。現役世代の負担が

大きくならないよう、高齢者の負担割合を引き上げ

るのがその理由であり、2008年度は年額6万1,000

円の保険料が2015年度には約39％増の8万5,000

円になると見込まれています。 

 

◆果たして制度の見直しはあるのか？ 

野党４党は、後期高齢者医療制度の廃止法案を共

同で参議院に提出し、早期可決を目指す意向を示し
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ています。また、与党である公明党でも制度の見直

し（低所得者の保険料引下げ、保険料天引きの廃止

など）に着手しているといわれています。 

 


